
   特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の所得控除に関する    

   証明書交付要綱 

（令和８年福島県後期高齢者医療広域連合訓令第７号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の 

１７の規定に基づく、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控

除の特例（以下「セルフメディケーション税制」という。）の適用を受けるた

めの証明に対し必要な事項を定めるものとする。 

 （証明事項） 

第２条 この要綱で証明する事項は、租税特別措置法施行令第２６条の２７の

３第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める健康の保持増進及び疾病の予

防への取組（平成２８年厚生労働省告示第１８１号）の４に規定する特定健康

診査を受診した事実とする。 

 （証明書の申請） 

第３条 セルフメディケーション税制の適用を受けようとする者は、広域連合

長に対し、前条の事実があることを証明する書類の交付を申請しなければな

らない。 

２ 前項の申請は、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の所得控除に関

する証明依頼書（様式第１号）を提出しなければならない。 

３ 前項の申請書は、確定申告の対象となる年ごとに作成しなければならない。 

 （証明書の交付） 

第４条 広域連合長は、前項の申請があったときは、構成市町村に対して第２条

に規定する事実の有無を確認するものとする。 

２ 広域連合長は、第２項の事実があると認めたときは、前条第１項の申請をし

た者に対し、第２条の事実があることを証する証明書を発行するものとする。 

３ 前項の証明書は、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の所得控除に

関する証明書（様式第２号）とする。 

 （費用負担） 

第５条 前条第２項の規定により交付される証明書の費用については、無料と

する。 

 

   附則 

 この要綱は、平成２９年１２月 1 日から施行し、平成２９年１月１日から適

用する。 

   附則 

 この要綱は、令和８年７月３１日から施行する。 


